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2024-2026年度中期経営計画における業績目標の上方修正に関するお知らせ 

 

 

当社は、2024 年５月 10 日に公表しました「2024-2026 年度 中期経営計画」の最終年度の業績目

標値を経営環境の変化や計画の進捗状況を踏まえ、下記の通り上方修正することといたしましたので、

お知らせします。 

なお、２年目にあたる 2026年３月期の詳細については、本日発表いたしました決算短信の 2026

年３月期業績見通しを参照ください。 

 

記 

１． 修正の内容 

 2024-2026年度 中期経営計画 業績目標値 

 2025年３月期 2026年３月期 2027年３月期 

単位：百万円 当初計画* 実績 当初計画* 最新見通し 当初計画* 修正後 

売上高 57,300 57,650 58,300 59,600 60,300 68,300 

営業利益 3,560 4,856 3,870 3,890 4,810 5,580 

営業利益率 6.2% 8.4% 6.6% 6.5% 8.0% 8.2% 

ROE 7.5% 9.8% 7.1% 5.9% 8.4% 9.1% 

*2024年５月 10日開示の計画値 

 

２． 修正の理由 

当社は、2025年３月期から 2027年３月期までの３年間を対象とする中期経営計画を 2024年５

月 10日に公表し、その達成に向けて諸施策を実行してまいりました。その結果、１年目である

2025年３月期は、計画を大幅に上回り、更に、営業利益、及び ROEは最終年度の当初計画も達成

いたしました。 

２年目である 2026年 3月期につきましては、当初計画を達成する見通しであります。 

中期経営計画最終年度の 2027年３月期につきましては、中期経営計画を公表した時点で計画して

いなかった防衛事業の大型研究開発案件を 2024年 11月に受注したことが最終年度の業績に寄与す

る見通しであること、堅調な船舶港湾機器事業の新造船向け需要及び保守サービスが継続する見通

しであることから、2027年３月期の業績目標を上方修正することと致しました。 

 



 

【将来情報に係るご注意事項】 

上記の数値目標は、当社が達成を目指すとした数値目標であります。現時点で入手可能な情報に基

づき経営判断したものでありますが、その実現を確約し、または内容の正確性を保証するものでは

ございません。実際の業績は、様々な要因により当該数値目標と異なる可能性があります。 

 

以上 

 


